
令和４年度（2022年度）公社等経営評価書
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　経営目標
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に万全を期すとともに、空港ビル機能を維持するための収益の確保に努め、社会的使命を認識し,各事業が相乗効果を生
み出すよう意識して取り組むものとする。
① 新型コロナウイルス感染拡大防止対策
お客様が安心して空港を利用できるよう「航空分野における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」に基づく感染防止対策を徹底するとともに、国際線
運航再開に向け関係機関から情報を収集し、対応に遅れが生じないよう準備する。
② 経営改善対策
収益面においては、国際線運休に伴う減収を補うための増収対策を強化する必要があり、直営部門の増収や既存賃貸契約の見直しの検討等を行う。支出面におい
ては、空港ビル機能を維持するための最低限の経費以外の経費について、各業務の見直しや委託契約等の再検証を行い、可能な限り削減に取り組むこととする。
③ 航空利用対策
安定的な経営環境を維持するためには航空利用者の増加対策が重要であることから、航空利用促進対策について、青森県及び関係機関と一体となった取り組みを
強化する。
④ ユニバーサルデザインの推進
障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が空港を利用しやすいよう、施設整備、サービスの提供を計画的に推進し、顧客満足度向上に努める。
⑤ 新たなニーズへの対応
デジタル化の急速な発展や新型コロナ危機を契機に、「旅行スタイル」「移動スタイル」は非接触・シームレスな移動スタイルが身近なものとなってきており、
空港に対するニーズも多様化してきている。ウイズ/アフターコロナに向け、新たなニーズに積極的に応えていく。加えて、自然災害への備え、航空分野における
カーボンニュートラルなどの課題に取り組むこととする。
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設立の目的
　 青森空港は昭和３９年１１月滑走路延長１，２００メ－トルで供用開始し
たが、激増する航空輸送需要に対応できないことからジェット機が就航でき
る新空港の建設を各方面から強く要望された。そのため、青森県は滑走路方
向を修正し、昭和６２年７月滑走路２，０００メ－トルで供用開始を目途に
建設を推し進めた。この空港の整備はエアバスクラスの大型機の就航も可能
で今後飛躍的に増加する航空需要に十分対応することは勿論、青森県の経
済、文化等各方面の発展に多大の貢献をするものと期待された。こうした新
空港の拡充整備に伴い、空港利用者に対し十分その使命を果たしうるような
空港タ－ミナルビルの建設が必要となった。そこで、青森県は、県及び関係
市町、航空会社並びに経済界等が一体となって、青森県の空の玄関にふさわ
しい近代的な新タ－ミナルビルの建設を目指した。その運営にあたる「青森
空港ビル株式会社」を昭和６０年４月１日に設立した。

事業の目的
１．貸室業並びに空港利用施設の賃貸業
２．航空事業者、航空旅客並びに航空貨物に対する役務の提供
３．飲食物、旅行用日用雑貨並びに観光土産品の販売
４．郵便切手、収入印紙、煙草、酒類、薬品の販売
５．食堂、喫茶店の経営
６．広告、宣伝並びに広告代理業
７．航空思想の普及並びに旅行案内に関する事業
８．前各項に付帯関連する一切の事業

令和元年度

旅客ビル、貨物ビル、レンタカーターミナル等の施設の不動産賃貸、免税売店、エアポートラウンジ、カフェの営業等
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２　財務の状況 （単位：千円）

（単位：％）

３　経営評価結果等への対応状況

▲ 4.41

483.34 395.94

　リニューアル工事の財務上の影響を踏まえ
た、組織・定数の最適化、人件費の適正化、
経費削減の取組状況（※】未稼働の施設や職
員の活用等に関する類似の地方空港との情報
交換の状況を含む。）

　組織・定数について、コロナ禍における業務量等の変
化に対応するため、2020年度に組織変更及び業務分担の
見直しを行っている。また、利用者の回復に備え、直営
部門の臨時職員を中心に雇用調整助成金を活用し、雇用
を維持している。退職した従業員の補充は行っていな
い。
　人件費については、新型コロナウイルスの影響により
売上高が減少したことで、2019年度に比べ人件費比率が
増加しているものの、人件費総額は前2年を下回ってい
る。また、雇用調整助成金を活用し、実質的な人件費比
率の抑制を図っている。
　経費削減については、開館時間の短縮等によりビル管
理・警備業務等の業務委託費用を節減するとともに、修
繕工事を含む設備投資については、財務上の影響を踏ま
え、実施時期を見直している。
　運休となっている国際線チケットロビーにPCRセンター
を設置するなど、未稼働の施設の活用に取り組んでい
る。また、他空港ビルとは情報交換を随時行っているほ
か、全国空港事業者協会からの情報を活用している。

▲ 87.41444.26

効
率
性

販売管理費比率

人件費比率

令和3年度

（2021)
主な増減理由〔法人記入〕

同上

同上

収
益
性

借入金残高の減少

当期純損失計上による減少

青森空港ビル株式会社

左に係る県所管部局の意見・評価
〔県所管部局記入〕

対応状況
〔法人記入〕

133.40 115.96 ▲ 17.44

32.20

当期純損失計上による減少

元本返済による減少

減価償却による有形固定資産の減少

39.34 37.59 ▲ 1.74

これまでの経営評価結果等
（改善事項等）

　運休に伴う減収等、影響の長期化に備えて、今後とも
組織・定数の最適化や人件費の適正化、経費削減に計画
的に取り組むこと。
　また、設備投資についても、財務上の影響を踏まえ、
実施時期の見直しなど、経費の削減に取り組むこと。
　令和2年度委員会における意見を踏まえ、他の地方空港
の事案等の情報収集等により、状況の改善に努めるこ
と。

40.51借入金比率

財
務
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▲ 41.76

9.70 11.23 1.52
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収
支
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▲ 1.80 1.35

41.96 0.20

不動産収入の増加

補助金の減少

売上高の増加

無利子借入金による利息軽減額
（長期プライムレートによる試算額）
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前年度増減
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４　経営評価指標

（１）法人自己評価

合　　計

　各年度の事業計画及び収支予算について、旅客ターミナルビルリ
ニューアル増改修工事の内容を反映させた収支計画に基づき、就航
路線の拡大及び就航便数並びに航空利用者の増加の環境変化を反映
させ毎年度作成している。また、年度中において就航路線等の環境
変化があった場合、適宜、事業計画及び収支予算を見直し、適正な
管理を行う仕組みとなっている。
　なお、新型コロナウイルスの影響を踏まえた、中期経営計画
（2022年度～2024年度）を2022年3月に策定した。

組織運営の健全性

　当社の経営上の重要事項は取締役会において決定され、その運営
は関係法令及び取締役会規定等に基づいて適正に行われており、業
務の執行に当たっては定期的に社内の定例会議において情報の共
有、進捗状況の報告及び改善を行う体制をとっている。
 また、事務分掌、決裁規程等の社内規程により権限等が明確化さ
れている。監査役の監査、会計監査人による監査、顧問税理士によ
る定期的な経理業務のチェックも行われており、各年度の事業報告
（会社の体制及び方針含む）、計算書類等はホームページ上で公開
している。
　社員の人材育成のため、自己啓発・技術向上等のスキルアップに
対する支援体制を強化している。

経営の効率性

　人件費については、新型コロナウイルスの影響により売上高が減
少したことで、2019年度に比べ人件費比率が増加しているものの、
人件費総額は前2年を下回っている。また、雇用調整助成金を活用
し、実質的な人件費比率の抑制を図っている。
　　経費削減の取組については毎年実施しており、特に固定経費に
ついては更なる経費の削減は難しくなっているが、事業の効率化を
行い、経費削減に努めるものとしている。

財務状況の健全性

　これまで取り組んできた経営の効率化や国際線運航便数の増加に
伴う免税売店売上の増加等により収益は順調に推移し、第4期事業
年度（1988年度）から第34期（2018年度）まで31期連続で黒字を計
上していたが、2019度に空港ターミナルビル増改修工事を実施した
ことで、減価償却費及び金融費用が増加し、2019年度～2021年度は
赤字決算となったが、当該3カ年の赤字はリニューアル収支計画で
想定していたものである。新型コロナウイルス感染拡大の影響によ
る減収により、当初計画よりも赤字幅は増加し、また2022年度も赤
字の見込みであるが、2022年3月に策定した中期経営計画（2022年
度～2024年度）の目標である、2023年度の黒字化に向けた不動産収
入の確保及び経費節減に取り組んでいる。

22 11 50.00

136

青森空港ビル株式会社

評価項目 自己評価〔法人記入〕
（経営概況、経営上の課題・対策、得点率の増減理由等）

対象指標
評点数

目的適合性

青森空港は青森県が設置・管理する空港であり、国内外とのビジネ
ス展開や交流人口の拡大等、交通結節点としての機能のみならず産
業・観光振興を図る上で地域にとって必要不可欠な社会基盤であ
る。2021年度も新型コロナウイルス感染症の影響を受け、航空需要
は大幅な減少となったが、当社としては、空港ビル内における感染
症対策に万全を期するとともに、青森県及び関係機関と連携し、感
染症拡大収束後の国際線の早期復便及び国内線・国際線の利用者回
復のための利用促進対策に取り組むこととしている。

計　画　性

評点数

24

37

22

16

32

40

26

109

法人評価
得点率

93.75

75.00

92.50

84.62

50.00

80.15

15

76.47

（参考）
前年度得点率

93.75

75.00

90.00

69.23



（２）県所管部局評価

５　総合評価

◎ 対応等は良好

　コンプライアンス等が確保され、内部監査も定期的に実施されている。また、監査役
の監査、会計監査人による監査、顧問税理士による定期的な経理業務のチェックも行わ
れており、不祥事防止のチェック体制が確立されている。
　今後も研修等による人材育成を含めて、より一層組織の健全化、活性化を図ること。

　人件費については、組織の見直し等により適正な人件費水準が確保されている。
　また、経常利益については、リニューアル工事に伴う影響により近年減少しており、
工事に伴う借入金の償還も始まっている中において、新型コロナウイルス感染症の影響
もあることから、新たな中期経営計画（2022年度～2024年度）により、組織・定数の最
適化や人件費の適正化、経費削減に計画的に取り組むこと。

　今期はリニューアル工事並びに新型コロナウイルス感染症の影響により赤字決算と
なったが、持続的・安定的な経営を行っていることが認められる。
　今後はリニューアル工事に伴う借入金の償還も始まっていることから、新たな中期経
営計画（2022年度～2024年度）により、組織・定数の最適化や人件費の適正化、経費削
減に計画的に取り組むこと。

概ね良好

財務状況の健全性

○ 概ね対応等は良好

総合評価

Ａ

概ね対応等は良好○

　新型コロナウイルスの影響を踏まえた中期経営計画（2022年度～2024年度）が2022年3
月に策定されているが、新型コロナウイルス感染症の対応や収束後を見据え、数値目
標、定数管理、収支計画等の達成に努めること。

◎ 対応等は良好

　設立目的である空港利用者に対する利便性の向上に向けて、旅客ターミナルビルのリ
ニューアルなどの取組が進められ、平成30年度には11年ぶりに利用者数年間120万人を達
成しているところであり、新型コロナウイルス感染症の対応や収束後を見据え、県及び
関係機関と連携を強化し、空港利用者のニーズに対応した取組を一層進めてもらいた
い。

◎ 対応等は良好

経営の効率性

コメント〔県所管部局記入〕（改善事項等）

計　画　性

組織運営の健全性

　新型コロナウイルス感染症の影響もあり、昨年に引続き赤字決算となったが、資産も潤沢であり持続的・
安定的な経営を行っていることが認められる。
　2022年3月に策定した中期経営計画（2022年度～2024年度）により、リニューアル工事の財務上の影響や
新型コロナウイルス感染症の対応や収束後を見据え、旅客ターミナルビルのリニューアル効果を最大限に生
かし、組織・定数の最適化や人件費の適正化、経費削減への取組など計画性、運営の効率性・健全性にも計
画的に取り組むこと。

評価項目

目的適合性

項目別評価 コメント〔県所管部局記入〕


